
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 



 

 

 



議第 28 号 

 

令和７年度東根市公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度東根市公共下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

（１） 処 理 区 域 面 積     1,804.6 ㏊ 

（２） 年 間 総 処 理 水 量   4,705,550 ㎥ 

（３） 一日平均処理水量     12,891 ㎥ 

（４） 主な建設改良事業   管きょ整備事業 など 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 

 ＜収入＞ 

第１款 公共下水道事業収益   1,532,158 千円 

第１項 営 業 収 益     815,937 千円 

第２項 営 業 外 収 益     716,220 千円 

第３項 特 別 利 益        1 千円 

 

 ＜支出＞ 

第１款 公共下水道事業費用   1,515,765 千円 

第１項 営 業 費 用   1,388,020  千円 

第２項 営 業 外 費 用     124,645  千円 

第３項 特 別 損 失      1,100 千円 

第４項 予 備 費     2,000 千円 
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（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 293,959 千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整

額 15,000 千円、過年度分損益勘定留保資金 163,964 千円、当年度分損益勘定留保資金

114,995 千円で補てんするものとする。）。 

＜収入＞ 

第１款 資 本 的 収 入 1,018,217 千円 

第１項 企 業 債  642,200 千円 

 第２項 他 会 計 出 資 金  100,000 千円 

第３項 他 会 計 補 助 金  28,666 千円 

 第４項 他 会 計 負 担 金   23,479 千円 

 第５項 国 庫 補 助 金  213,100 千円 

  第６項 負 担 金   10,772 千円 

＜支出＞ 

第１款 資 本 的 支 出 1,312,176 千円 

第１項 建 設 改 良 費 792,952 千円 

第２項 固 定 資 産 購 入 費  11,452 千円 

第３項 企 業 債 償 還 金 507,772 千円 

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は次のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

排水設備等設置改造資金 

利子補給 

令和７年度から 

令和 12 年度まで 

令和７年度借入にかかる融資残高に

対し融資金融機関との協定利率によ

る割合で計算した金額 
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（企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

（単位：千円） 

起 債 の 目 的 限 度 額 
起債の 

方 法 
利 率 償 還 の 方 法 

管 渠 建 設 事 業 677,900 

借入先の

融資条件

による。 

借入先と

の協定に

よる。 

借入先の融資条件によ

る。ただし財政の都合

により、据置期間及び

償還期限を短縮し、も

しくは繰上償還または

低利に借換えすること

ができる。 

計 677,900 

 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、250,000 千円と定める。 

 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定め

る。 

（１）営業費用と営業外費用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければなら

ない。 

（１）職員給与費  90,326 千円 
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（他会計からの補助金） 

第 10 条 公共下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

34,666 千円である。 

 

 

令和７年２月 25 日提出 

 

東根市長 土 田 正 剛 
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予算に関する説明書 
 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 
 

（１）固定資産の減価償却の方法 
イ 有形固定資産 

 定額法によっている。 
ロ 無形固定資産 

 定額法によっている。 
  

（２）引当金の計上基準 
イ 賞与引当金・法定福利費引当金 

職員の期末手当・勤勉手当の支給及び手当の支給に伴い発生する法定福利

費の支払いに備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年

度の支給見込額のうち当事業年度の負担に属する額を計上している。 

   ロ 退職給付引当金 

     本市は、退職手当組合に加入しており、公共下水道事業会計においても当

該組合に負担金を拠出しているが、一般会計との協定により、公共下水道事

業会計が負担金を拠出して以降の追加的負担は、全額一般会計において措置

することとなっているため、公共下水道事業会計においては退職給付引当金

を計上せず、拠出時に支出処理を行っている。 

   ハ 貸倒引当金 

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額

を計上している。 

  
（３）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項 

イ 消費税及び地方消費税の会計処理 

・予算書は税込処理方式によっている。 

・財務諸表は税抜処理方式によっている。 
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,532,158

1 営 業 収 益 815,937

1 下水道使用料 739,125

4
雨 水 処 理
負 担 金

76,809

6
そ の 他
営 業 収 益

3

2 営 業 外 収 益 716,220

1
受取利息及び
配 当 金

1

2 他会計補助金 6,000

3 他会計負担金 233,978

4
長 期 前 受 金
戻 入

476,228

6
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金

1

7 雑 収 益 12

3 特 別 利 益 1

2
過 年 度 損 益
修 正 益

1

令和７年度東根市公共下水道事業会計予算実施計画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 目項

公共下水道事業
収 益
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,515,765

1 営 業 費 用 1,388,020

1 管 渠 費 107,155

3
流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

355,046

5 業 務 費 36,000

6 総 係 費 49,040

7 減 価 償 却 費 840,778

8 資 産 減 耗 費 1

2 営 業 外 費 用 124,645

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費

109,635

2 雑 支 出 10

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

15,000

3 特 別 損 失 1,100

4
過 年 度 損 益
修 正 損

1,100

4 予 備 費 2,000

1 予 備 費 2,000

支 出

款 項 目

公共下水道事業
費 用
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,018,217

1 企 業 債 642,200

1 建 設 改 良 債 642,200

2 他会計出資金 100,000

1 他会計出資金 100,000

3 他会計補助金 28,666

1 他会計補助金 28,666

4 他会計負担金 23,479

1 他会計負担金 23,479

5 国 庫 補 助 金 213,100

1 国 庫 補 助 金 213,100

6 負 担 金 10,772

1 受益者負担金 10,272

2 下水道協力金 500

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収 入

款 項 目

資 本 的 収 入
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　　（単位：千円）

予 定 額 備　　　　考

1 1,312,176

1 建 設 改 良 費 792,952

1 管 路 建 設 費 607,855

2 管 路 改 良 費 92,501

4
流 域 下 水 道
建 設 改 良 費

92,596

2
固 定 資 産
購 入 費

11,452

1
有形固定資産
購 入 費

11,452

3 企業債償還金 507,772

1 企業債償還金 507,772

支 出

款 項 目

資 本 的 支 出
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　１　総 括

２　給料及び手当の増減額の明細

0 840 342 504 

区 分

合 計

前 年 度

職 員 数

報 酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合 計

4

区    分

1

比  　較

240 

損 益 勘 定 支 弁 職 員

0 

0 

通勤手当

0

322 672 

10

住居手当

6

576 

7

11

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

0

前 年 度

1,080 

0

児童手当

資 本 勘 定 支 弁 職 員

本 年 度 1,080 

1

257 330 

4

手　当　 の　内　訳

合 計

比  　較

扶養手当

0

給 与 費

管理職手当

65 

一般職（人）特別職（人）

手 当 7,952
制度改定に伴う増減分 550

その他の増減分 7,402

区 分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

給 料 5,843

給与改定に伴う増減分 939

普通昇給に伴う増加分 372

その他の増減分 4,532

説　　　　　明 備　　　　　　　　　考

平均昇給率0.94％　昇給職員数９人

明 細 書

1,671 1,524 167 1,846 

9,647 8,421 763 4,853 

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

12,985 10,006 22,991

13,599 12,866 26,465

0 993 

7,976 6,897 596 3,007 40 6,215 

40 7,208 

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

614 2,860 3,474 △ 399

5,843 7,952 13,795 1,400 15,195

3,075

12,120

42,393 34,086 76,479 13,847

23,565

5,092 10,321 1,799

27,921

4,531

21,220 50,014 9,316

合　　　計

59,330

30,996

90,326

75,131

7,517

法定福利費

47,210

4,930

26,134 62,684 12,447

39,69316,128

36,550

5,229

給　　　　　与　　　　　費

給     料 手     当 計

28,794

（単位：千円）

（単位：千円）
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　１　総　　　　括

２　給料及び手当の増減額の明細

手　　　当 7,952
制度改定に伴う増減分 550

その他の増減分 7,402

区　　　分 増　減　額 増　減　事　由　別　内　訳

給　　　料 5,843

給与改定に伴う増減分 939

普通昇給に伴う増加分 372

その他の増減分 4,532

給 与 費

管理職手当

65 

一般職（人）特別職（人）

7

11

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

0

0

前 年 度

1,080 

0

児童手当

資 本 勘 定 支 弁 職 員

本 年 度 1,080 

1

257 330 

4

手　当　 の　内　訳

合      計

比  　較

扶養手当

01

比  　較

240 

損 益 勘 定 支 弁 職 員

0 

0 

通勤手当

0

322 672 

10

住居手当

6

576 

0 840 342 504 

区　　　　　　分

合      計

前 年 度

職　　　員　　　数

報　　　酬

本 年 度

損 益 勘 定 支 弁 職 員

資 本 勘 定 支 弁 職 員

合      計

4

区    分

説　　　　　明 備　　　　　　　　　考

平均昇給率0.94％　昇給職員数９人

明 細 書

1,671 1,524 167 1,846 

9,647 8,421 763 4,853 

期末手当 勤勉手当
寒 冷 地
手    当

時 間 外
勤務手当

12,985 10,006 22,991

13,599 12,866 26,465

0 993 

7,976 6,897 596 3,007 40 6,215 

40 7,208 

休　　日
勤務手当

退職手当
組合負担

614 2,860 3,474 △ 399

5,843 7,952 13,795 1,400 15,195

3,075

12,120

42,393 34,086 76,479 13,847

23,565

5,092 10,321 1,799

27,921

4,531

21,220 50,014 9,316

合　　　計

59,330

30,996

90,326

75,131

7,517

法定福利費

47,210

4,930

26,134 62,684 12,447

39,69316,128

36,550

5,229

給　　　　　与　　　　　費

給     料 手     当 計

28,794

（単位：千円）

（単位：千円）
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３　給料及び手当の状況

（円） （円）

(1) 職員１人当たり給与

区　　　　　　分 企業職（１） 企業職（２）

令和７年１月１日現在

平均給料月額（円） 322,173

平均給与月額（円） 369,030

平 均 年 齢 （歳） 44歳 4月

令和６年１月１日現在

平均給料月額（円） 314,191

平均給与月額（円） 343,931

平 均 年 齢 （歳） 42歳 9月

(2) 初 任 給

区　分
企業職（１） 企業職（２） 一 般 会 計 の 制 度

行政職（円） 技能職（円）

高校卒 189,700 185,700 189,700 185,700

大学卒 222,900 222,900

(3) 級 別 職 員 数

区    分
企  業  職 （１） 企　業　職　（２）

級 職員数(人) 構成比（％） 級 職員数(人) 構成比（％）

令和７年
１月１日現在

1 2 18.2

2

3 5 45.4

4 3 27.3

5 1 9.1

6

7

計 11 100.0

令和６年
１月１日現在

1 2 20.0

3 4 40.0

4 2 20.0

7

2 1 10.0

5 1 10.0

6

計 10 100.0

（１） 主　任

（級別の標準的な職務内容）

主　事

区分 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級

技　師

２級 １級

企業職
部 長 課 長 課長補佐 主 査

係　長
副 主 任
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定年退職及び早期退職に係る退職手当

8

80 80

9

82 82

8 8

(4)

(5) 期末手当・勤勉手当

比 率 （Ｂ）／（Ａ）（％）

号 給 数 別 内 訳

合　　計区　　　　　　　分

前
　
年
　
度

（Ｂ）（人）

本
　
年
　
度

　８号給（人）

昇 給 に 係 る 職 員 数

　２号給（人）

　６号給（人）

有

　２号給（人）

9

8

4.45

12月（月分）

支　給　期　別　支　給　率

2.225

4.60

有

4.60

有

昇 給 に 係 る 職 員 数

10

　４号給（人）

職 員 数

号 給 数 別 内 訳

（Ａ）（人）

　６号給（人）

職制上の段階、職
務 の 級 等 に よ る
加 算 措 置

10

支給率計

（月分）

比 率 （Ｂ）／（Ａ）（％）

区　　　分
６月（月分）

2.225

2.3002.300

2.300

24.586875

一般会計の制度との異同

(7)

者（月分）

(6)

本　年　度

前　年　度

一般会計の制度

2.300

24.586875

同　　　じ

扶 養 手 当

同　　　じ住 居 手 当

20年勤続の

（支給率等）

一般会計の制度

区　　　分

33.270750

通 勤 手 当

同　　　じ

そ の 他 の 手 当

区　　　分

定年前早期退職特例

措置（2%～45%加算）

定年前早期退職特例

措置（2%～45%加算）

11

　４号給（人）

　８号給（人）

職 員 数 （Ａ）（人）

（Ｂ）（人）

その他の加算措置等

47.709

（月分）

47.709 47.709

最 高 限 度

者（月分）

25年勤続の

者（月分）

47.709

33.270750

35年勤続の

支 給 率 等

昇    　給

9 9

企業職（１） 企業職（２）

11
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期　　間 金　　額

債 務 負 担行 為で 令和 ８年 度以 降に わた る も のに
ま た は 支 出 額 の 見 込 及 び 令 和 ７ 年 度

令和６年度末までの

令和７年度
排水設備等設置改造資金
利子補給

令和７年度借入にかかる融資残高
に対し融資金融機関との協定利率
による割合で計算した金額

限　　　度　　　額

令和６年度
排水設備等設置改造資金
利子補給

令和６年度借入にかかる融資残高
に対し融資金融機関との協定利率
による割合で計算した金額

支　出　見　込　額事　　　　　　　項

（単位：千円）

期　　間 金　　額

令和７年度 限度額に同じ 限度額に同じ

から

令和11年度

まで

令和７年度 限度額に同じ 限度額に同じ

から

令和12年度

まで

つ い て の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

支　出　予　定　額

令和７年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

損益勘定
留保資金

その他国県支出金 企業債
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期　　間 金　　額

債 務 負 担行 為で 令和 ８年 度以 降に わた る も のに
ま た は 支 出 額 の 見 込 及 び 令 和 ７ 年 度

令和６年度末までの

令和７年度
排水設備等設置改造資金
利子補給

令和７年度借入にかかる融資残高
に対し融資金融機関との協定利率
による割合で計算した金額

限　　　度　　　額

令和６年度
排水設備等設置改造資金
利子補給

令和６年度借入にかかる融資残高
に対し融資金融機関との協定利率
による割合で計算した金額

支　出　見　込　額事　　　　　　　項

（単位：千円）

期　　間 金　　額

令和７年度 限度額に同じ 限度額に同じ

から

令和11年度

まで

令和７年度 限度額に同じ 限度額に同じ

から

令和12年度

まで

つ い て の 令 和 ６ 年 度 末 ま で の 支 出 額
以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

支　出　予　定　額

令和７年度以降の 左　　の　　財　　源　　内　　訳

損益勘定
留保資金

その他国県支出金 企業債
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（単位：千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 9,563

減価償却費 828,869

固定資産除却費 0

貸倒引当金の増減額 3,346

賞与引当金の増減額 1,156

法定福利費引当金の増減額 221

長期前受金戻入額 △ 466,101

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息 103,838

未収金の増減額（△は増加） △ 8,999

未払金の増減額（△は減少） △ 22,683

その他流動負債の増減（△は減少） 0

小計 449,209

受取利息及び配当金 1

利息の支払額 △ 103,838

業務活動によるキャッシュ・フロー 345,372

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 684,695

国庫補助金等の収入 234,673

負担金等による収入 21,932

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 428,090

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 367,500

企業債の償還による支出 △ 509,215

他会計からの出資による収入 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 41,715

資金増加額 △ 124,433

資金期首残高 466,541

資金期末残高 342,108

令和６年度東根市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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（単位：千円）

1

（１） 671,776

（２） 72,585

（３） 451 744,812

2

（１） 105,719

（２） 295,875

（３） 30,262

（４） 44,864

（５） 828,869

（６） 0 1,305,589

560,777

3

（１） 1

（２） 6,000

（３） 204,788

（４） 466,101

（５） 18 676,908

4

（１） 103,838

（２） 2,348 106,186 570,722

9,945

5

（１） 71 71

6

（１） 453 453 △ 382

9,563

38,762

48,325

前年度繰越利益剰余金

令和６年度東根市公共下水道事業予定損益計算書　　
（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

営 業 費 用

管 渠 費

流域下水道維持管理費

業 務 費

総 係 費

他 会 計 負 担 金

資 産 減 耗 費

受取利息及び配当金

当年度未処分利益剰余金

減 価 償 却 費

雑 収 益

営 業 外 費 用

営 業 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

他 会 計 補 助 金

雑 支 出

特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益
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（単位：千円）

1

（１）

イ 536,753

ロ 24,467,776

△ 3,628,669 20,839,107

ハ 285,086

△ 82,972 202,114

ニ 97

△ 18 79

ホ 0

21,578,053

（２）

イ 1,116,090

1,116,090

22,694,143

2

（１） 342,108

（２） 120,558

（３） △ 12,527

450,139

23,144,282

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

流域下水道施設利用権

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

令和６年度東根市公共下水道事業予定貸借対照表
　　　　（ 令和７年３月31日 ）

資　　　産　　　の　　　部

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品
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（単位：千円）

3

（１）

イ
7,371,030

7,371,030

7,371,030

4

（１）

イ
507,772

507,772

（２） 202,470

（３）

イ 5,911

ロ 1,158

7,069

717,311

5

（１） 12,645,700

△ 2,228,337

10,417,363

18,505,704

（単位：千円）

6

（１）

イ 3,618,297

ロ 460,000

4,078,297

4,078,297

7

（１）

イ 488,315

ロ 2,385

ハ 16,615

ニ 4,641

511,956

（２）

イ 0

ロ 0

ハ 0

ニ 48,325

48,325

560,281

4,638,578

23,144,282

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

固 定 負 債 合 計

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

減 債 積 立 金

長期前受金収益化累計額

固 有 資 本 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

当年度未処分利益剰余金

資 本 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

繰 入 資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

自 己 資 本 金 合 計
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（単位：千円）

1　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益（△は純損失） 8,772

減価償却費 840,778

固定資産除却費 0

貸倒引当金の増減額 2,934

賞与引当金の増減額 △ 1

法定福利費引当金の増減額 1

長期前受金戻入額 △ 476,228

受取利息及び配当金 △ 1

支払利息 109,635

未収金の増減額（△は増加） △ 92

未払金の増減額（△は減少） 3,841

その他流動負債の増減（△は減少） 0

小計 489,639

受取利息及び配当金 1

利息の支払額 △ 109,635

業務活動によるキャッシュ・フロー 380,005

2　投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 751,290

国庫補助金等の収入 281,698

負担金等による収入 11,072

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 458,520

3　財務活動によるキャッシュ・フロー

企業債による収入 677,900

企業債の償還による支出 △ 507,772

他会計からの出資による収入 100,000

財務活動によるキャッシュ・フロー 270,128

資金増加額 191,613

資金期首残高 342,108

資金期末残高 533,721

令和７年度東根市公共下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）
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（単位：千円）

1

（１） 671,932

（２） 76,809

（３） 3 748,744

2

（１） 99,632

（２） 322,769

（３） 32,727

（４） 47,570

（５） 840,778

（６） 0 1,343,476

594,732

3

（１） 1

（２） 6,000

（３） 233,978

（４） 476,228

（５） 10 716,217

4

（１） 109,635

（２） 2,070 111,705 604,512

9,780

5

（１） 1 1

6

（１） 1,009 1,009 △ 1,008

8,772

48,325

57,097当年度未処分利益剰余金

資 産 減 耗 費

雑 収 益

営 業 外 費 用

営 業 損 失

支払利息及び企業債取扱諸費

経 常 利 益

過 年 度 損 益 修 正 益

営 業 外 収 益

長 期 前 受 金 戻 入

受取利息及び配当金

雑 支 出

特 別 利 益

特 別 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

当 年 度 純 利 益

前年度繰越利益剰余金

令和７年度東根市公共下水道事業予定損益計算書　　
（令和７年４月１日から令和８年３月31日まで）

営 業 収 益

下 水 道 使 用 料

そ の 他 営 業 収 益

雨 水 処 理 負 担 金

営 業 費 用

管 渠 費

流域下水道維持管理費

業 務 費

総 係 費

他 会 計 負 担 金

減 価 償 却 費

他 会 計 補 助 金
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（単位：千円）

1

（１）

イ 544,753

ロ 25,287,639

△ 4,385,919 20,901,720

ハ 285,086

△ 99,427 185,659

ニ 3,138

0 3,138

ホ 97

△ 18 79

へ 0

21,635,349

（２）

イ 1,133,195

1,133,195

22,768,544

2

（１） 533,721

（２） 120,350

（３） △ 15,461

638,610

23,407,154

貸 倒 引 当 金

流 動 資 産 合 計

未 収 金

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

無 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

流域下水道施設利用権

土 地

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

固 定 資 産

現 金 預 金

有 形 固 定 資 産

資 産 合 計

令和７年度東根市公共下水道事業予定貸借対照表
　　　　（ 令和８年３月31日 ）

資　　　産　　　の　　　部

建 設 仮 勘 定

工具器具及び備品
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（単位：千円）

3

（１）

イ
7,546,516

7,546,516

7,546,516

4

（１）

イ
502,414

502,414

（２） 270,200

（３）

イ 5,910

ロ 1,159

7,069

779,683

5

（１） 13,038,170

△ 2,704,565

10,333,605

18,659,804

（単位：千円）

6

（１）

イ 3,618,297

ロ 560,000

4,178,297

4,178,297

7

（１）

イ 488,315

ロ 2,385

ハ 16,615

ニ 4,641

511,956

（２）

イ 0

ロ 0

ハ 0

ニ 57,097

57,097

569,053

4,747,350

23,407,154

利 益 剰 余 金

負 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

企 業 債

流 動 負 債

繰 延 収 益 合 計

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

固 定 負 債 合 計

引 当 金

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

剰 余 金

資 本 剰 余 金

自 己 資 本 金

減 債 積 立 金

長期前受金収益化累計額

固 有 資 本 金

利 益 積 立 金

建 設 改 良 積 立 金

利 益 剰 余 金 合 計

建設改良費等の財源
に充てるための企業債

当年度未処分利益剰余金

資 本 金

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金 合 計

長 期 前 受 金

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

繰 入 資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

工 事 負 担 金

国 庫 補 助 金

他 会 計 補 助 金

自 己 資 本 金 合 計
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予定貸借対照表に関する注記 
  

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（１年以内に償還予定のものも含む）

のうち、他会計が負担すると見込まれる額は 4,829,358 千円である。 
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＜参考資料＞

　　（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 1,532,158

1 815,937

1 下水道使用料 739,125

1 下水道使用料 739,125

4 雨水処理負担金 76,809

1 雨水処理負担金 76,809

6 その他営業収益 3

1 手 数 料 2 指定手数料ほか

4 雑 収 益 1

2 716,220

1
受取利息及び
配 当 金

1

1 預 金 利 息 1

2 他会計補助金 6,000

1 他会計補助金 6,000

3 他会計負担金 233,978

1 他会計負担金 233,978

4
長 期 前 受 金
戻 入

476,228

1
受贈財産評価額
長期前受金戻入 121,486

2
一般会計補助金
長期前受金戻入 35,697

3
国庫補助金収益化
累計額長期前受金
戻 入

197,150

5
受益者負担金長期
前 受 金 戻 入 30,855

営業外収益

目 節

令和７年度東根市公共下水道事業会計予算明細書

公共下水道事業
収 益

営業 収益

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

款　　・　　項
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予 定 額 金　額 備　　　　考目 節款　　・　　項

7
企業債元金償還負担
金長期前受金戻入 91,040

6
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 1

1
消費税及び地方
消 費 税 還 付 金 1

7 雑 収 益 12

2 延 滞 金 1

3 その他雑収益 10

4 引 当 金 戻 入 1

3 1

2
過 年 度 損 益
修 正 益

1

1
過 年 度 損 益
修 正 益

1

特別 利益
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（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 1,515,765

1 1,388,020

1 管 渠 費 107,155

1 給 料 12,349 一般職員給３名分

2 手 当 6,442 期末手当ほか

5 法 定 福 利 費 3,540 共済組合負担金ほか

6 旅 費 6

10 備 消 耗 品 費 66

12 光 熱 水 費 3,156

14 通 信 運 搬 費 957 電話料ほか

16 委 託 料 65,866
汚水桝設置等業
務委託料ほか

18 賃 借 料 67 土地借上料ほか

19 修 繕 費 1,000

23 材 料 費 328

30 負 担 金 300
クリーンピア共立マン
ホールポンプ負担金

34 工 事 請 負 費 11,000

100
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,737

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

341

3
流 域 下 水 道
維 持 管 理 費

355,046

30 負 担 金 355,046

5 業 務 費 36,000

16 委 託 料 36,000
下水道使用料徴
収委託料

支　　出

款　　・　　項

営業費用

節目

公共下水道事業
費 用
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予 定 額 金　額 備　　　　考款　　・　　項 節目

6 総 係 費 49,040

1 給 料 16,445 一般職員給４名分

2 手 当 10,713 期末手当ほか

5 法 定 福 利 費 4,976 共済組合負担金ほか

6 旅 費 99

8 報 償 費 89

10 備 消 耗 品 費 330

11 燃 料 費 125

13 印 刷 製 本 費 289

14 通 信 運 搬 費 19

16 委 託 料 7,964 窓口業務委託料ほか

17 手 数 料 221

18 賃 借 料 326

25 研 修 費 426

26 食 糧 費 10

29 公 課 費 18

30 負 担 金 227
日本下水道協会
負担金ほか

31
補 助 及 び
交 付 金

400
排水設備等設置改造資
金利子補給補助金ほか

32 保 険 料 228
下水道賠償責任
保険ほか

100
賞 与 引 当 金
繰 入 額

2,328

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

459

120
貸 倒 引 当 金
繰 入 額

3,348

7 減 価 償 却 費 840,778

37 構 築 物 757,250

38 機械及び装置 16,455

42 無形固定資産 67,073
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予 定 額 金　額 備　　　　考款　　・　　項 節目

8 資 産 減 耗 費 1

43
固 定 資 産
除 却 費

1

2 124,645

1
支 払 利 息 及 び
企業債取扱諸費 109,635

51 企 業 債 利 息 109,635

2 雑 支 出 10

61 その他雑支出 10

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

15,000

62
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

15,000

3 1,100

4
過 年 度 損 益
修 正 損

1,100

65
過 年 度 損 益
修 正 損

1,000

66
貸 倒 に 係 る
消 費 税

100

4 2,000

1 予 備 費 2,000

91 予 備 費 2,000

特別損失

予 備 費

営業外費用
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　　（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 1,018,217

1 642,200

1 建 設 改 良 債 642,200

1 建 設 改 良 債 642,200

2 100,000

1 他会計出資金 100,000

1 他会計出資金 100,000

3 28,666

1 他会計補助金 28,666

1 他会計補助金 28,666

4 23,479

1 他会計負担金 23,479

1 他会計負担金 23,479

5 213,100

1 国 庫 補 助 金 213,100

1 国 庫 補 助 金 213,100

6 10,772

1 受益者負担金 10,272

1 受益者負担金 10,272

2 下水道協力金 500

1 下水道協力金 500

資　本　的　収　入　及　び　支　出

収　　入

款　　・　　項 目 節

国庫補助金

他 会 計
負 担 金

他 会 計
補 助 金

負 担 金

資 本 的 収 入

企 業 債

他 会 計
出 資 金
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（単位：千円）

予 定 額 金　額 備　　　　考

1 1,312,176

1 792,952

1 管 路 建 設 費 607,855

1 給 料 13,599 一般職員給４名分

2 手 当 11,021 期末手当ほか

5 法 定 福 利 費 4,172
共済組合負担金
ほか

6 旅 費 72

10 備 消 耗 品 費 459

11 燃 料 費 125

13 印 刷 製 本 費 196 封筒印刷ほか

14 通 信 運 搬 費 291 郵券代ほか

16 委 託 料 13,001
設計業務委託料
ほか

17 手 数 料 28

18 賃 借 料 499
土木積算システム
借上ほか

19 修 繕 費 150

25 研 修 費 365

34 工 事 請 負 費 534,671
管きょ布設工事ほ
か

83 補 償 金 27,002
水道管等移設補
償ほか

100
賞 与 引 当 金
繰 入 額

1,845

110
法 定 福 利 費
引当金繰入額

359

支　　出

節

建設改良費

款　　・　　項 目

資 本 的 支 出
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予 定 額 金　額 備　　　　考節款　　・　　項 目

2 管 路 改 良 費 92,501

16 委 託 料 40,001

34 工 事 請 負 費 52,500
管きょほか改築・
更新工事

4
流 域 下 水 道
建 設 改 良 費

92,596

30 負 担 金 92,596

2 11,452

1
有形固定資産
購 入 費

11,452

175 土 地 購 入 費 8,000

179
車 両 運 搬 具
購 入 費

3,452

3 507,772

1 企業債償還金 507,772

73 企業債償還金 507,772

固定資産
購 入 費

企 業 債
償 還 金
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